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猪 企 第 ２ ２ ８ 号 

平成２９年１０月１３日 

 部長等各位 

                               町   長   

 

平成３０年度当初予算の編成方針について（通知） 

 

１．社会経済情勢と国・地方財政の動向 

わが国の経済は、内閣府が発表した９月の月例経済報告によれば、景気は緩やかな回復基調が続い

ているとしている。先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあっ

て、緩やかに回復していくことが期待される一方、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響

に留意する必要があるとしている。 

このような中、国の平成３０年度予算の概算要求では、本年６月に閣議決定した「経済財政運営と

改革の基本方針２０１７」を踏まえ、引き続き「経済・財政再生計画」の枠組みの下、手を緩めるこ

となく本格的な歳出改革に取り組むこととしている。一方、地方の安定的な財政運営に必要となる一

般財源の総額については、平成２９年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保

するとしているが、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、地方交付税をはじ

め国の動向に引き続き注視する必要がある。 

 

２．本町の財政状況 

本町の財政状況は、平成２８年度一般会計決算ベースで実質収支は黒字を確保し、財政指標では、

実質公債費比率、将来負担比率ともに、引き続き県下トップクラスを維持している。しかしながら、

現下の経済状況から、実質収支額の黒字額は減少し、財政調整基金を筆頭に各基金の残高が大きく減

少している状況にあり、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は８８．８％と前年度より４．４ポイ

ント悪化している。 

平成３０年度の収支見込みについては、地価下落などの影響で固定資産税が減少し、健康志向によ

る町たばこ税の大幅減少も予想される。税収に連動する地方交付税についても、国の概算要求におい

て総額を適切に確保するとしているものの増加は期待できない状況であることから、一般財源総額で

は減少を見込んでいる。歳出では、引き続き公共施設の維持修繕費や社会保障経費の増加を見込んで

おり、基金残高の減少が懸念される中、収支全体の財源不足は基金の取り崩しと起債でこれを賄うこ

ととなる。 

このような厳しい財政状況であるが、計画期間が平成３１年度までである第五次総合計画の早期実
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現に向け、山積する行政課題に対し住民の声を的確に把握しながら、着実に前進していかなければな

らない。 

 

３．予算に当たっての基本方針 

平成３０年度予算要求においては、下記の基本的事項を柱に、別途指示する「平成３０年度予算編

成要領」に基づき、適切に要求すること。 

（１）より一層の事業の厳選と経費抑制を行うため、住民ニーズを的確に把握し、実施すべき事業の

優先順位を判断するとともに、すべての経費についてゼロベースの視点に立ち、徹底した節減を

行ったうえで予算要求すること。 

（２）新たな住民ニーズに応えるため新規事業を要求する際は、既存事業を検証し、目的を果たした

事業や成果が上がっていない事業など、廃止・縮小を同時に行うことで財源を捻出し、事業の重

点化を図ったメリハリのある予算とすること。 

（３）一般財源総額の増加が見込めず収支不足が予想されるため、国・県補助金はもちろん、その他

法人等の補助金等の情報収集を徹底するとともに、町有資産の有効活用、売却等を積極的に検討

するなど、新たな財源確保に努めること。 

（４）公共施設等の老朽化対策については、人口減少などの社会構造の変化を踏まえ、長期的な視点

に立ち、公共施設の統合・廃止も視野に入れ、維持修繕費の削減に繋がる適切な手法を提案する

こと。 

（５）厳しい財政状況が続く中ではあるが、限られた財源を最大限に有効活用し、健全な行財政体質

の確立に向け、職員一人ひとりが知恵を絞り、創意工夫をこらした取り組みを行うこと。 
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当初予算会計別集計表

（単位：千円，％）

平成30年度当初 平成29年度当初 比    較 (C)/(B)

 (A)  (B)  (A)-(B) =(C) ×100

9,510,000 9,610,000 △ 100,000 △ 1.0

国 民 健 康 保 険 3,421,438 3,872,832 △ 451,394 △ 11.7

介 護 保 険 2,303,861 2,156,229 147,632 6.8

後期高齢者医療保険 712,109 668,983 43,126 6.4

農 業 共 済 38,580 38,871 △ 291 △ 0.7

奨 学 金 16,546 10,546 6,000 56.9

小　　　計 6,492,534 6,747,461 △ 254,927 △ 3.8

水 道 事 業 会 計 1,108,006 1,087,162 20,844 1.9

下 水 道 事 業 会 計 1,718,611 1,732,983 △ 14,372 △ 0.8

小　　　計 2,826,617 2,820,145 6,472 0.2

18,829,151 19,177,606 △ 348,455 △ 1.8

　一般会計は、前年度にＢ＆Ｇ海洋センターの改修工事が完了したことや、高齢者福祉施
設の整備に対する補助を行ったことなどにより１．０％減少しました。国民健康保険特別
会計では、国民健康保険の制度改正により１１．７％減少、介護保険特別会計では、保険
給付費の増加により６．８％の増加、後期高齢者医療保険会計でも被保険者の増加により
６．４％増加しています。猪名川町全体の予算額は１．８％減少し、１８８億２，９１５
万１千円となりました。

合     　 計

区          分

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

一 般 会 計

企
　
業
　
会
　
計
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各会計別比較グラフ

一般会計

50.5%

特別会計

34.5%

企業会計

15.0%

平成30年度構成比

一般会計

特別会計

企業会計

8,567 8,720 9,030 8,960 8,790
9,617 9,680 9,890 9,610 9,510

4,340 4,538
4,959 5,293 5,618

5,813
6,452 6,638 6,747 6,492
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年度

一般会計 特別会計 企業会計
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一般会計予算の内訳（歳入）

（ 歳 入 ）

比    較 (C)/(B)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 (A)－(B)= (C）   ×100

1 町 税 3,405,687 35.8 3,449,769 35.9 △ 44,082 △ 1.3

2 地 方 譲 与 税 108,000 1.1 99,000 1.0 9,000 9.1

3 利 子 割 交 付 金 9,000 0.1 4,000 0.0 5,000 125.0

4 配 当 割 交 付 金 36,000 0.4 33,000 0.3 3,000 9.1

5
株式等譲渡所得割
交 付 金

36,000 0.4 36,000 0.4 0 0.0

6 地方消費税交付金 476,000 5.0 436,000 4.5 40,000 9.2

7
ゴルフ場利用税
交 付 金

48,000 0.5 44,000 0.5 4,000 9.1

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

50,000 0.5 31,000 0.3 19,000 61.3

9 地方特例交付金 30,000 0.3 28,000 0.3 2,000 7.1

10 地 方 交 付 税 2,180,000 22.9 2,142,000 22.3 38,000 1.8

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

4,200 0.1 4,600 0.1 △ 400 △ 8.7

12 分担金及び負担金 59,219 0.6 58,925 0.6 294 0.5

13 使用料及び手数料 195,142 2.1 189,948 2.0 5,194 2.7

14 国 庫 支 出 金 848,882 8.9 846,804 8.8 2,078 0.2

15 県 支 出 金 625,553 6.6 667,807 7.0 △ 42,254 △ 6.3

16 財 産 収 入 43,368 0.5 52,763 0.6 △ 9,395 △ 17.8

17 寄 附 金 3 0.0 3 0.0 0 0.0

18 繰 入 金 647,098 6.8 767,288 8.0 △ 120,190 △ 15.7

19 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

20 諸 収 入 135,147 1.4 147,592 1.5 △ 12,445 △ 8.4

21 町 債 572,700 6.0 571,500 5.9 1,200 0.2

9,510,000 100.0 9,610,000 100.0 △ 100,000 △ 1.0合　　　　計

区 　　　　   分
平成30年度

（単位：千円，％）

平成29年度

地方消費税交付金は、税制改正の影響や比較的好調な消費水準を反映し９．２％増加、地方交
付税についても、基準財政収入額の減少を見込み１．８％の増加となりました。一方、町税は固
定資産税の減収を見込み１．３％減少、県支出金については、前年度に高齢者福祉施設の整備に
対して補助を行ったことにより６．３％減少となりました。また、繰入金は財源不足額の減少な
どにより１５．７％の減少となりました。
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一般会計（歳入）比較グラフ

町税

35.8%
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自主財源・依存財源の状況

比    較 (C)/(B)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 (A)－(B)= (C）   ×100

町 税 3,405,687 35.8 3,449,769 35.9 △ 44,082 △ 1.3

分 担 金 及 び 負 担 金 59,219 0.6 58,925 0.6 294 0.5

使 用 料 及 び 手 数 料 195,142 2.1 189,948 2.0 5,194 2.7

財 産 収 入 43,368 0.5 52,763 0.6 △ 9,395 △ 17.8

寄 附 金 3 0.0 3 0.0 0 0.0

繰 入 金 647,098 6.8 767,288 8.0 △ 120,190 △ 15.7

繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

諸 収 入 135,147 1.4 147,592 1.5 △ 12,445 △ 8.4

4,485,665 47.2 4,666,289 48.6 △ 180,624 △ 3.9

地 方 譲 与 税 108,000 1.1 99,000 1.0 9,000 9.1

利 子 割 交 付 金 9,000 0.1 4,000 0.0 5,000 125.0

配 当 割 交 付 金 36,000 0.4 33,000 0.3 3,000 9.1

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

36,000 0.4 36,000 0.4 0 0.0

地 方 消 費 税 交 付 金 476,000 5.0 436,000 4.5 40,000 9.2

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

48,000 0.5 44,000 0.5 4,000 9.1

自動車取得税交付金 50,000 0.5 31,000 0.3 19,000 61.3

地 方 特 例 交 付 金 30,000 0.3 28,000 0.3 2,000 7.1

地 方 交 付 税 2,180,000 22.9 2,142,000 22.3 38,000 1.8

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

4,200 0.1 4,600 0.1 △ 400 △ 8.7

国 庫 支 出 金 848,882 8.9 846,804 8.8 2,078 0.2

県 支 出 金 625,553 6.6 667,807 7.0 △ 42,254 △ 6.3

町 債 572,700 6.0 571,500 5.9 1,200 0.2

5,024,335 52.8 4,943,711 51.4 80,624 1.6

9,510,000 100.0 9,610,000 100.0 △ 100,000 △ 1.0

平成29年度

（単位：千円、％）

区　　　　分

合　　計

小　　計

小　　計

平成30年度

自
主
財
源

依
存
財
源

5,020

4,642
4,558 4,595

4,469

4,910

4,668
4,747

4,666

4,486

58.6

53.2
50.5 51.3 50.9

51.1

48.2 48.0 48.6
47.2

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

％百万円

年度

自主財源額・自主財源比率の推移

自主財源額 自主財源比率
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町税の状況

税目別予算額一覧表 （単位：千円、％）

(C)/(B)

当初予算額（A) 構成比 当初予算額（B) 構成比   ×100

（普通税） 3,336,787 98.0 3,378,669 97.9 △ 1.2

1 町民税 1,759,001 51.6 1,756,701 50.9 0.1

（1）個人町民税 1,631,000 47.9 1,634,700 47.4 △ 0.2

（2）法人町民税 128,001 3.7 122,001 3.5 4.9

2 固定資産税 1,368,466 40.2 1,406,467 40.8 △ 2.7

（1）純固定資産税 1,366,100 40.1 1,404,100 40.7 △ 2.7

（2）交納付金 2,366 0.1 2,367 0.1 △ 0.0

3 軽自動車税 63,320 1.9 60,500 1.7 4.7

4 町たばこ税 146,000 4.3 155,000 4.5 △ 5.8

5 特別土地保有税 0 0.0 1 0.0 △ 100.0

（目的税） 68,900 2.0 71,100 2.1 △ 3.1

6 都市計画税 68,900 2.0 71,100 2.1 △ 3.1

3,405,687 100.0 3,449,769 100.0 △ 1.3

※　その他は、軽自動車税・町たばこ税・特別土地保有税・都市計画税の合計を表示しています。

都市計画税の使途状況
（単位：千円、％）

都市計画税
79,930 100.0 68,900
79,930 100.0 68,900合　　　　計

一般財源
財源内訳

11,0300
11,0300下水道事業

都市計画基金

　個人町民税は生産年齢人口の減少などにより０．２％減少、一方、法人町民税は企業業績の改善
などにより４．９％増加となり、町民税全体では０．１％の増加となりました。また、軽自動車税
についても税率の引上げなどにより４．７％増加しました。一方、固定資産税においては、地価の
下落や固定資産の評価替えにより２．７％減少となりました。町税全体では１．３％の減少となり
ました。

区分
平成30年度 平成29年度

合計

△ 38,001

△ 2,200

比    較

(A)－(B)= (C）

△ 41,882

2,300

△ 3,700

6,000

△ 38,000

△ 1

△ 2,200

△ 44,082

事業名

△ 9,000

2,820

構成比

△ 1

事業費

2,100 1,995
1,747 1,816 1,813 1,772 1,725 1,726 1,757 1,759

1,620
1,607

1,576 1,476 1,453 1,437 1,388 1,405 1,406 1,368

341
352

331 332 349 345 342 277 287 278

4,061 3,954

3,654 3,624 3,615 3,554 3,456 3,408 3,450 3,406

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

百万円

年度

町税の予算額推移

町民税 固定資産税 その他
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一般会計予算の目的別内訳（歳出）

（ 歳 出 ）

比    較 (C)/(B)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 (A)-(B)=（C） ×100

1 議 会 費 151,796 1.6 153,363 1.6 △ 1,567 △ 1.0

2 総 務 費 1,199,255 12.6 1,168,461 12.2 30,794 2.6

3 民 生 費 3,140,091 33.0 3,201,523 33.3 △ 61,432 △ 1.9

4 衛 生 費 1,075,545 11.3 1,070,387 11.1 5,158 0.5

5 農 林 水 産 業 費 248,279 2.6 260,927 2.7 △ 12,648 △ 4.8

6 商 工 費 107,937 1.1 65,502 0.7 42,435 64.8

7 土 木 費 917,100 9.7 900,180 9.4 16,920 1.9

8 消 防 費 496,184 5.2 499,841 5.2 △ 3,657 △ 0.7

9 教 育 費 1,370,780 14.4 1,565,759 16.3 △ 194,979 △ 12.5

10 災 害 復 旧 費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

11 公 債 費 786,831 8.3 705,555 7.3 81,276 11.5

12 諸 支 出 金 6,200 0.1 8,500 0.1 △ 2,300 △ 27.1

13 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

9,510,000 100.0 9,610,000 100.0 △ 100,000 △ 1.0

平成30年度

合　　　　計

区 　　　　   分

（単位：千円，％）

平成29年度

商工費は、産業拠点地区に係る上下水道整備負担金などにより６４．８％増加、公債費は、金融
機関からの借入金の一部を一括返済、近年の地方債の元金償還が始まることから１１．５％増加し
ました。一方、民生費は、前年度に高齢者福祉施設の整備に対する補助を行ったことなどにより１．
９％の減少、教育費は、前年度にＢ＆Ｇ海洋センターの改修工事が完了したことなどにより１２．
５％減少しました。
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一般会計（歳出）目的別比較グラフ

22
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!

民生費

33.0%

教育費

14.4%総務費

12.6%

衛生費

11.3%

土木費

9.7%

公債費

8.3%

消防費

5.2%

その他

5.5%

平成30年度構成比

民生費

教育費

総務費

衛生費

土木費

公債費

消防費

その他

年度推移（平成21度～30年度）

8,567 8,720 
9,030 8,960 8,790 

9,617 9,680 9,890 
9,610 9,510 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

予算額

（百万円）

年度

民生費 教育費 総務費 衛生費

土木費 公債費 消防費 その他
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一般会計予算の性質別内訳（歳出）

（ 歳 出 ）

比    較 (C)/(B)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 (A)-(B)=（C）  ×100

1 人 件 費 2,422,545 25.5 2,433,299 25.3 △ 10,754 △ 0.4

2 物 件 費 2,187,128 23.0 2,229,723 23.2 △ 42,595 △ 1.9

3 維 持 補 修 費 35,926 0.4 72,543 0.8 △ 36,617 △ 50.5

4 扶 助 費 1,577,937 16.6 1,483,086 15.4 94,851 6.4

5 補 助 費 等 1,158,607 12.2 1,197,390 12.5 △ 38,783 △ 3.2

6 公 債 費 786,831 8.3 705,555 7.3 81,276 11.5

7 積 立 金 16,601 0.2 25,301 0.3 △ 8,700 △ 34.4

8
投資及び出資金・
貸 付 金

10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

9 繰 出 金 861,671 9.0 847,073 8.8 14,598 1.7

10 普 通 建 設 事 業 費 442,752 4.6 596,028 6.2 △ 153,276 △ 25.7

11 災 害 復 旧 事 業 費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

12 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

9,510,000 100.0 9,610,000 100.0 △ 100,000 △ 1.0

平成30年度

（単位：千円，％）

合　　　　計

区  　　　　 分
平成29年度

人件費は、給与改定による増加要因があるものの、退職手当組合の負担金率が引き下げられた
ことや時間外勤務手当の減少などにより０．４％減少となりました。物件費は、電算処理委託料
などの減少により１．９％減少、補助費は、前年度に高齢者福祉施設の整備に対する補助を行っ
たことなどにより３．２％減少、普通建設事業費は、前年度にＢ＆Ｇ海洋センターの改修工事が
完了したことなどにより２５．７％減少しました。一方、扶助費は、介護給付費の増加などによ
り６．４％の増加となりました。公債費は、金融機関からの借入金の一部を一括返済することな
どから１１．５％増加となりました。
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一般会計（歳出）性質別比較グラフ

人件費

25.5%

物件費

23.0%扶助費

16.6%

補助費等

12.2%

繰出金

9.0%

公債費

8.3%

普通建設事業費

4.6%

その他

0.8%
平成30年度構成比

人件費

物件費

扶助費

補助費等

繰出金

公債費

普通建設事業費

その他

年度推移（平成21年度～30年度）

8,567 8,720 
9,030 8,960 8,790 

9,617 9,680 9,890 
9,610 9,510 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

予算額

（百万円）

年度

人件費 物件費 扶助費 補助費等

繰出金 公債費 普通建設事業費 その他
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義務的経費、投資的経費の状況

義務的経費、投資的経費一覧表 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

4,323,204 4,461,122 4,589,599 4,621,940 4,787,313

人　件　費 2,322,633 2,446,658 2,461,461 2,433,299 2,422,545

扶　助　費 1,264,998 1,324,396 1,447,755 1,483,086 1,577,937

公　債　費 735,573 690,068 680,383 705,555 786,831

1,080,484 922,045 901,655 596,028 442,752

　義務的経費については、人件費は、給与改定による増加要因があるものの、退職手当組合
の負担金率が引き下げられたことや時間外勤務手当の減少などにより０．４％の減少となり
ました。一方、扶助費は、介護給付費の増加などにより６．４％の増加となりました。公債
費は、金融機関からの借入金の一部を一括返済することなどにより１１．５％増加したこと
から、義務的経費全体では３．６％の増加となりました。普通投資的経費は、前年度にＢ＆
Ｇ海洋センターの改修工事が完了したことにより２５．７％の減少となりました。

区　分

投資的経費

義務的経費

610

175
375

620
443

1,080
922 902

596
443

4,248 

4,668 4,621 

4,349 4,397 4,323 4,461 4,590 4,622 
4,787 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

百万円

年度

義務的経費と投資的経費の推移

人 件 費 扶 助 費 公 債 費 投資的経費
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一般会計地方債の年度末残高の推移

（単位：百万円）

区　分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

総務債 4,982 5,326 5,720 5,827 5,910 5,918

（うち臨時財政対策債） 4,588 4,944 5,250 5,407 5,533 5,591

土木債 517 486 419 385 358 365

消防債 298 341 362 529 468 397

教育債 1,200 1,107 987 884 826 726

災害復旧債 23 39 63 61 73 64

その他 75 64 53 43 32 32

合計 7,095 7,363 7,604 7,729 7,667 7,502

注　平成29・30年度末の残高は見込額

7,524
7,219

6,994
7,171 7,095

7,363
7,604 7,729 7,667

7,502

2,945

3,451

3,837

4,206

4,588

4,944
5,250

5,407 5,533 5,591

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

地方債残高

（百万円）

年度

総務債 土木債 消防債

教育債 災害復旧債 その他

うち臨時財政対策債
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一般会計基金の年度末残高の推移

（単位：百万円）

区　分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　財政調整基金 2,719 2,811 2,840 2,524 2,139 1,697

　減債基金 687 614 592 583 576 541

　まちづくり基金 2,113 1,665 1,763 1,753 1,710 1,557

　都市計画事業基金 24 15 9 0 0 0

　福祉基金 209 208 208 208 209 209

合計 5,752 5,313 5,412 5,068 4,634 4,004

注1　平成29・30年度末の残高は見込額

　

注2  平成23年度末で環境整備基金、うるおいとやすらぎの創造基金及び土地開発基金を廃止し、
　　　 平成24年度からまちづくり基金を設置

5,170

5,641 5,633 5,725 5,752

5,313 5,412

5,068

4,634

4,004

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

基金残高

（百万円）

年度

財政調整基金 減債基金 環境整備基金 うるおいとやすらぎ

の創造基金

土地開発基金 まちづくり基金 都市計画事業基金 福祉基金
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住民１人当たりの地方債及び基金残高の推移
（単位：人、円）

区　　　　分 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.1.1

人 口 32,079 31,870 31,766 31,722 31,595 31,494

地 方 債 残 高 221,183 231,036 239,376 243,643 242,681 238,210

基 金 残 高 179,317 166,694 170,358 159,750 146,678 127,132

注　人口は、住民基本台帳を表示しています。

231 221 215 222 221 231 239 244 243 238

159
173 173 177 179 167 170 160 147

127

0

50

100

150

200

250
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350

400

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

千円

年度

地方債残高 基金残高

減債基金; 1.2 ; 1.3%

基金取崩しの状況

取崩し総額 6億4,709万7千円

財政調整基金
4億5,025万9千円（69.6％）
収支調整分

まちづくり基金
1億5,863万8千円（24.5％）

1 学校給食センター整備費 6,700万円
2 本庁舎トイレ等改修 3,600万円
3 小中学校営繕事業 1,200万円
4 総合福祉センター給湯管改修 800万円

5 ふるさと応援寄付金充当事業 2,126万8千円
6 新名神環境監視事業 207万円
7 その他財源不足補てん分 1,230万円

減債基金
3,820万円（5.9％）
町債償還分
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人口及び世帯数の推移
（単位：人、世帯）

区　分 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.1.1

　人口 32,079 31,870 31,766 31,722 31,595 31,494

　65歳以上人口 6,975 7,382 7,751 8,032 8,305 8,546

　15歳以上
　65歳未満人口

20,238 19,728 19,256 19,022 18,753 18,496

　15歳未満人口 4,866 4,760 4,759 4,668 4,537 4,452

　世帯数 11,938 12,049 12,141 12,248 12,362 12,452

注　人口及び世帯数は、住民基本台帳を表示しています。

16.0% 16.0% 15.7% 15.4% 15.2% 14.9% 15.0% 14.7% 14.4% 14.2%

66.1% 65.3% 65.0% 64.2% 63.1% 61.9% 60.6% 60.0% 59.3% 58.7%

17.9% 18.7% 19.3% 20.4% 21.7% 23.2% 24.4% 25.3% 26.3% 27.4%

32,581 32,619 32,551 32,370 32,079 31,870 31,766 31,722 31,595 31,494
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年度

15歳未満人口 15歳以上… 65歳以上人口 世帯数
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各会計別住民１人当たりの予算額
（人口・世帯数は各年1月1日現在）   （単位：円）

 １世帯当たり 住民１人当たり  １世帯当たり 住民１人当たり

（12,452世帯） （31,494人） （12,346世帯） （31,729人）

763,733 301,962 778,390 302,877

国 民 健 康 保 険 274,770 108,638 313,691 122,060

介 護 保 険 185,019 73,153 174,650 67,958

後期高齢者医療保険 57,188 22,611 54,186 21,084

農 業 共 済 3,098 1,225 3,149 1,225

奨 学 金 1,329 525 854 332

小　　　計 521,404 206,152 546,530 212,659

水 道 事 業 会 計 88,982 35,181 88,058 34,264

下 水 道 事 業 会 計 138,019 54,569 140,368 54,618

小　　　計 227,001 89,751 228,426 88,882

1,512,139 597,865 1,553,346 604,419

一 般 会 計

平成30年度当初 平成29年度当初

企
　
業
　
会
　
計

合     　 計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

区          分
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一般会計予算の住民１人当たりの額（歳入・歳出）

（人口・世帯数は各年1月1日現在）   （単位：円）

 １世帯当たり 住民１人当たり  １世帯当たり 住民１人当たり

（12,452世帯） （31,494人） （12,346世帯） （31,729人）

町 税 273,505 108,138 279,424 108,726

地 方譲 与税 ・交 付金 64,021 25,313 57,963 22,553

地 方 交 付 税 175,072 69,220 173,497 67,509

使 用 料 及 び 手 数 料 15,672 6,196 15,385 5,987

国 ・ 県 支 出 金 118,409 46,817 122,680 47,736

町 債 45,993 18,184 46,290 18,012

そ の 他 71,061 28,094 83,151 32,354

合 計 763,733 301,962 778,390 302,877

議 会 費 12,190 4,820 12,422 4,834

総 務 費 96,310 38,079 94,643 36,826

民 生 費 252,176 99,704 259,317 100,902

衛 生 費 86,375 34,151 86,699 33,735

農 林 水 産 業 費 19,939 7,883 21,135 8,224

商 工 費 8,668 3,427 5,306 2,064

土 木 費 73,651 29,120 72,913 28,371

消 防 費 39,848 15,755 40,486 15,753

教 育 費 110,085 43,525 126,823 49,348

公 債 費 63,189 24,984 57,148 22,237

そ の 他 1,302 514 1,498 583

合 計 763,733 301,962 778,390 302,877

平成30年度当初 平成29年度当初

区 　　　　   分

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出
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一般会計予算の住民１人当たりの額（性質別）

（ 歳 出 ） （人口・世帯数は各年1月1日現在）   （単位：円）

 １世帯当たり 住民１人当たり  １世帯当たり 住民１人当たり

（12,452世帯） （31,494人） （12,346世帯） （31,729人）

1 人 件 費 194,551 76,921 197,092 76,690

2 物 件 費 175,645 69,445 180,603 70,274

3 維 持 補 修 費 2,885 1,141 5,876 2,286

4 扶 助 費 126,722 50,103 120,127 46,742

5 補 助 費 等 93,046 36,788 96,986 37,738

6 公 債 費 63,189 24,983 57,149 22,237

7 積 立 金 1,333 527 2,049 798

8
投 資 及 び 出 資 金 ・
貸 付 金

803 318 810 315

9 繰 出 金 69,199 27,360 68,611 26,697

10 普 通 建 設 事 業 費 35,557 14,058 48,277 18,785

11 災 害 復 旧 事 業 費 0 0 0 0

12 予 備 費 803 318 810 315

763,733 301,962 778,390 302,877

区  　　　　 分

平成30年度当初 平成29年度当初

合　　　　計
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一般会計歳出各款別・節別予算額内訳

H30年度当初
予算額 (A)

議 会 費 総 務 費  民 生 費 衛生費
農林水産

業費
商 工 費

1 報 酬 217,416 59,640 14,943 55,437 4,455 7,324 1,112

2 給 料 991,128 12,600 237,440 148,900 75,100 54,200

3 職 員 手 当 等 701,051 32,219 173,148 88,709 50,850 36,352 908

4 共 済 費 421,372 25,510 162,450 42,950 24,000 17,400

5 災 害 補 償 費 32 1 30

7 賃 金 322,755 2,345 39,399 76,874 31,288 2,224

8 報 償 費 66,060 107 9,954 4,765 16,637 1,782 451

9 旅 費 27,168 3,637 10,838 950 305 1,051 426

10 交 際 費 1,800 500 1,000

11 需 用 費 400,061 2,624 62,864 24,499 59,188 3,525 4,660

12 役 務 費 103,739 810 41,480 13,950 13,893 669 976

13 委 託 料 1,245,430 3,957 198,933 230,794 329,560 43,909 10,420

14
使 用 料 及 び
賃 借 料

151,905 214 80,787 7,709 1,239 654 1,333

15 工 事 請 負 費 275,858 38,746 18,684 1,188 620 7,192

16 原 材 料 費 5,414 17 0 53

17
公 有 財 産
購 入 費

67,082

18 備 品 購 入 費 59,962 5,127 1,671 5,168 0 1,715

19
負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

1,521,343 7,632 96,358 376,248 456,248 67,952 66,520

20 扶 助 費 1,228,399 1,199,059 5,971

21 貸 付 金 10,000 10,000

22
補償補填及び
賠 償 金

1 1

23
償 還 金 利 子
及 び 割 引 料

801,943 15,100 12

25 積 立 金 16,601 10,400 1

27 公 課 費 1,809 240 443 8

28 繰 出 金 861,671 848,891 12,780

予 備 費 10,000

9,510,000 151,796 1,199,255 3,140,091 1,075,545 248,279 107,937合　　  計

款 

 節
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（単位：千円）

土 木 費 消防費 教 育 費
災害

復旧費
公 債 費 諸支出金 予備費

H29年度当初
予算額 (B)

差引増減
額(A)-(B)

増減率
   (%)

528 6,993 66,984 219,932 △ 2,516 △ 1.1

95,600 175,500 191,788 994,558 △ 3,430 △ 0.3

63,127 137,554 118,184 702,635 △ 1,584 △ 0.2

30,200 60,100 58,762 405,771 15,601 3.8

1 32 0 0.0

6,851 163,774 323,160 △ 405 △ 0.1

1,248 12,735 18,381 68,383 △ 2,323 △ 3.4

923 3,953 5,085 26,063 1,105 4.2

300 1,800 0 0.0

34,088 21,165 187,448 416,306 △ 16,245 △ 3.9

1,112 4,668 26,181 101,589 2,150 2.1

185,726 3,383 238,748 1,286,644 △ 41,214 △ 3.2

1,323 3,385 55,261 146,669 5,236 3.6

191,174 18,252 2 423,673 △ 147,815 △ 34.9

3,550 0 1,794 5,641 △ 227 △ 4.0

67,082 67,082 0 0.0

0 17,091 29,190 57,076 2,886 5.1

301,650 48,674 100,061 1,523,284 △ 1,941 △ 0.1

23,369 1,224,818 3,581 0.3

10,000 0 0.0

1 0 0.0

786,831 720,667 81,276 11.3

6,200 25,301 △ 8,700 △ 34.4

982 136 1,842 △ 33 △ 1.8

847,073 14,598 1.7

10,000 10,000 0 0.0

917,100 496,184 1,370,780 2 786,831 6,200 10,000 9,610,000 △ 100,000 △ 1.0
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引上げ分の地方消費税交付金充当事業一覧表

（歳入）
　・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 224,672 千円

（歳出）
　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 3,161,140 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

77,257 4,088 1,879 9,195 62,095

500,498 327,185 5,051 21,704 146,558

児童福祉事業 1,335,106 764,071 79,858 63,355 427,822

139,978 6,746 9,300 15,478 13,989 94,465

3,313 1,400 247 1,666

2,056,152 1,103,490 9,300 102,266 108,490 732,606

160,327 98,350 7,994 53,983

329,015 2,878 42,067 284,070

359,741 46,744 216 40,345 272,436

2,580 2,580

851,663 150,552 216 90,406 610,489

19,693 243 228 2,479 16,743

13,143 400 603 1,566 10,574

197,120 3,448 47,415 18,866 127,391

23,369 1,156 2,865 19,348

253,325 5,247 48,246 25,776 174,056

3,161,140 1,259,289 9,300 150,728 224,672 1,517,151

※　

合　計

「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について」（平成26年1月24日総務省通知）
により、消費税率の引上げにより増加した地方消費税交付金の充当について、使途を明示
したものです。

保健衛生

保健衛生事業

健康増進事業

予防事業

母子保健事業

小　計

社会保険

国民健康保険

介護保険

後期高齢者医療保険

年金事業

小　計

引き上げ分の
地方消費税
（社会保障財源
化分の交付金）

その他

社会福祉

社会福祉事業

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

母子福祉事業

小　計

　引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施
策に要する経費は、次のとおりです。
　各事業に要する一般財源の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化分）を按分して充当
しています。

（単位：千円）

事　業　名 経　費

財　源　内　訳
特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
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【継続】 千円 P.26

【継続】 千円 P.27

【継続】 千円 P.28

【継続】 千円 P.29

【継続】 千円 P.30

【継続】 千円 P.31

【継続】 千円 P.32

【継続】 千円 P.32

【継続】 千円 P.33

【継続】 千円 P.33

【新規】 千円 P.34

【継続】 千円 P.37

【継続】 千円 P.37

【新規】 千円 P.38

【拡充】 千円 P.42

【拡充】 千円 P.48

【拡充】 千円 P.50

【繰越】 千円 P.51

【新規】 千円 P.53

【継続】 千円 P.56

【拡充】 千円 P.57

【継続】 千円 P.61

【継続】 千円 P.61

【拡充】 千円 P.62

【継続】 千円 P.62

【拡充】 千円 P.64

【新規】 千円 P.64

【継続】 千円 P.65

【拡充】 千円 P.65

【継続】 千円 P.65

12,788

ページ

　第五次町総合計画の基本構想・後期基本計画に基づいて実施する施策及び事業のうち、平成３
０年度の主な事業概要は、次のとおりです。
　なお、参考までに平成２９年度予算に措置された事業で、平成３０年度に繰り越して実施する
事業についても掲載しています。

平成３０年度当初予算（一般会計）における主要事業概要

14,036

16,754

第１章　笑顔あふれるふれあいのまち　猪名川　～地域・生活～

総事業費目標／施策名

コミュニティ推進事業

防災対策事業

消防施設整備事業

塵芥処理事業 107,793

防犯対策事業 27,340

国際交流事業 5,116

希少水生生物等保全事業 3,360

公園緑地の維持管理 115,431

　第２章　こころ安らぐ自然に育まれたまち　猪名川　～環境・景観～

縁結び事業 457

住宅維持管理事業 27,187

耐震化推進事業 7,009

オリジナル記念撮影コーナー設置事業 4,603

こども医療助成事業 49,374

　第３章　いきいきと暮らせる健康長寿のまち　猪名川　～健康・福祉～

白金小学校大規模改修事業 371,229

高齢者外出支援事業 800

「いながわ100万歩チャレンジ！」事業 2,972

英語教育強化推進事業 7,974

特別支援教育の推進 78,971

第４章　こころ豊かな教育・文化のまち　猪名川　～教育・文化～

里山再生整備事業 7,751

部活動指導員配置事業 980

多田銀銅山文化財保存活用事業 7,005

道路維持補修事業 68,000

道の駅整備事業 2,185

　第５章　活力とにぎわいのあるまち　猪名川　～都市・産業・観光～

大野山管理運営事業 20,544

観光高揚事業 4,546

清流猪名川ふるさと応援寄附金事業 9,202

地籍調査事業 37,193

猪名川町の未来を描く高校生フォーラム 1,740

第六次猪名川町総合計画策定事業 7,662

本庁舎整備事業 33,264

第６章　人びとと行政がともに歩むまち　猪名川　～行政運営～
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730 千円 国県補助 922 千円

1,140 千円 地方債 千円

491 千円 その他 千円

1,485 千円 一般財源 2,924 千円

6,500 千円 国県補助 千円

4,147 千円 地方債 千円

4,800 千円 その他 4,800 千円

1,307 千円 一般財源 11,954 千円

主
な
経
費

講師謝金

主
な
経
費

地域コミュニティ活動支援事業補助金
財
源
内
訳

自治会集会所等整備事業補助金

自治会活動設備等整備事業助成金

その他

　地域コミュニティの推進を図り、地域の特性を活
かし、地域活性化につながる事業活動や、地域をア
ピールする創意工夫に富んだイベント開催など、積
極的な事業活動ができるよう、まちづくり協議会の
活動を支援します。
　また、町内で開催されるイベントのスタンプラ
リーを実施し、猪名川町の知名度及びイベントの集
客力の向上を図ります。
　地域課題の解決に向け、引き続き住民を対象とし
た研修を実施し、地域活動の担い手となる人材養
成、地域の特性を活かした住民主体の特色あるまち
づくりの実現に努めます。

　六瀬総合センター（ふらっと六瀬）を人権啓発の
拠点施設として、人権教育・啓発の推進について、
一人ひとりの個性を認め合い尊重し、ともに支え合
う共生社会の実現を目指して、「人権を考える町民
のつどい」や「人権教育セミナー」を開催します。
　また、町民参画による人権啓発冊子を作成するな
ど、すべての人の人権が尊重される人権文化のまち
づくりに努めます。
　あわせて、恒久平和を願い、核兵器の廃絶や核実
験の中止などを訴えるとともに、戦没者追悼式や平
和講演会などを行います。

千円
担当課 参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783

継続 コミュニティ推進事業

総事業費 16,754

笑顔あふれるふれあいのまち　猪名川　～地域・生活～第１章

継続 人権平和事業

総事業費 3,846 千円
担当課 福祉課

ＴＥＬ 072-766-8701

財
源
内
訳

人権啓発冊子等印刷製本費

事務作業等委託料

その他
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2,835 千円 国県補助 千円

50 千円 地方債 2,300 千円

2,398 千円 その他 53 千円

8,753 千円 一般財源 11,683 千円

831 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

289 千円 一般財源 1,120 千円

　地域住民の防災意識の高揚と自主防災組織の体制
強化を図るため、引き続き各自主防災組織などの訓
練を推進します。
　また、老朽化している消防用ホース格納箱などの
整備を行い、地域における火災発生時の初期消火能
力の向上に努めます。

緊急避難場所開設運営補助金

Ｊアラート新型受信機更新委託料

主
な
経
費

消耗品費
財
源
内
訳

その他

自主防災組織育成事業

総事業費

継続

1,120 千円
担当課 消防本部

ＴＥＬ 072-766-0119

　災害時に住民へ確実な情報発信に努めるため、防
災情報システムやいなぼうネットを活用するととも
に、防災情報の入手方法や災害に関する注意喚起を
行います。
　また、住民一人ひとりの防災意識の向上を図るた
め、地域での緊急避難場所の活用を普及するための
助成制度や、土のう作成・備蓄に係る助成制度を継
続します。
　さらに、Ｊアラート（全国瞬時警報システム）の
受信機について、国民保護に関する情報伝達の機会
や配信情報量の増加に伴い、新型受信機へ更新を行
い、迅速な情報収集に努めます。

総務課

ＴＥＬ 072-766-8708

主
な
経
費

その他

災害対策備蓄品購入費
財
源
内
訳

継続 防災対策事業

総事業費 14,036 千円
担当課
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691 千円 国県補助 千円

1,192 千円 地方債 千円

3,694 千円 その他 3,694 千円

2,341 千円 一般財源 4,224 千円

52 千円 国県補助 千円

12,690 千円 地方債 12,600 千円

32 千円 その他 千円

14 千円 一般財源 188 千円その他

主
な
経
費

保険料
財
源
内
訳

消防自動車購入費

自動車重量税

072-766-0119

　老朽化した消防団の小型動力ポンプ付積載車を更
新し、災害現場の安全性と消防活動の迅速化及び機
動力の強化を図ります。

　１人でも多くの命を救うため、住民の方に心肺蘇
生法とＡＥＤの取扱いを学んでいただく救命講習会
を引き続き行います。
　また、救急アドバイザー事業として、より多くの
方が気軽に応急手当てを学べる環境を整えるため、
自治会、子育てグループなどを対象とした出前講座
を開催し、応急手当の普及を推進します。
　併せて、消防車両２台に配備しているＡＥＤを更
新し、引き続き救命率の向上に努めます。

継続 消防施設整備事業

総事業費 12,788 千円
担当課 消防本部

ＴＥＬ 072-766-0119

総事業費 7,918 千円
担当課 消防本部

ＴＥＬ

主
な
経
費

嘱託職員報酬
財
源
内
訳

借上料

備品購入費

その他

継続 救急活動・啓発事業
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12,073 千円 国県補助 千円

1,440 千円 地方債 千円

9,463 千円 その他 千円

4,364 千円 一般財源 27,340 千円

3,966 千円 国県補助 千円

1,527 千円 地方債 千円

200 千円 その他 301 千円

1,543 千円 一般財源 6,935 千円

継続 防犯対策事業

総事業費 27,340 千円
担当課 参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783

主
な
経
費

防犯灯電気代
財
源
内
訳

防犯カメラ補助金

ＬＥＤ防犯灯借上料

その他

  安全・安心なまちづくりを推進し、街頭犯罪防止
を目的に、地域団体が設置する防犯カメラに対し助
成を行います。
　また、年々巧妙化する犯罪の未然防止のため、生
活安全アドバイザーを警察とのパイプ役として配置
し、防犯委員及び自主防犯グループと連携を図りな
がら、安全安心で住みよい地域づくりを推進しま
す。さらに、地域防犯活動団体との連携を強化し、
青色回転灯装備車での見回り・見守りに努めます。
　夜間の犯罪防止と経費節減及び地球環境に配慮す
るために整備したＬＥＤ防犯灯の適正な維持管理に
努めます。

継続 交通安全対策事業

  交通事故撲滅に向け、川西警察署や川西交通安全
協会、川西地域交通安全活動推進委員協議会、町交
通安全推進協議会の協力のもと、街頭啓発や小・中
学校、高等学校での自転車の安全運転教室、幼児交
通安全教室などを実施します。
　また、町内の自動車教習所において、高齢ドライ
バーを対象としたシルバー安全運転講習会を実施
し、高齢者への交通安全の啓発に努めます。
　平成３０年度は、新名神高速道路の開通などを含
めた交通量の変化を把握するために交通量調査を実
施します。

主
な
経
費

交通安全指導員賃金
財
源
内
訳

交通量調査委託料

参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783

交通安全啓発委託料

その他

総事業費 7,236 千円
担当課
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2,224 千円 国県補助 1,507 千円

1,112 千円 地方債 千円

210 千円 その他 千円

311 千円 一般財源 2,350 千円

2,186 千円 国県補助 千円

1,000 千円 地方債 千円

200 千円 その他 千円

1,730 千円 一般財源 5,116 千円

　昭和６３年に猪名川町とオーストラリア・バラ
ラット市が締結した姉妹都市提携が平成３０年に３
０周年を迎えます。
　両市町の友好関係を更に深めていくとともに、多
面的分野にわたる国際交流の推進を図り、地域の外
国人が安心して暮らせる住みやすい環境づくりを行
うため、引き続き外国人相談窓口を開設し、多文化
共生のまちづくりに努めます。
　また、住民主体で実施される多文化間の相互理解
と国際親善を推進する国際交流協会の活動について
も、引き続き支援します。

主
な
経
費

外国人生活支援コーディネーター賃金
財
源
内
訳

国際交流協会補助金

国際交流協会補助金（30周年事業）

その他

　複雑化、高度化する多種多様な消費者トラブルに
的確に対応するため、消費者相談窓口を設置してお
ります。住民に身近で相談しやすい体制づくりに努
め、被害に遭った住民を支援します。
　また、近年多く発生しているトラブル事例の紹介
を交えた出前講座などの充実を図り、消費者トラブ
ルを未然に防止するための啓発を行います。

継続 国際交流事業

総事業費 5,116 千円
担当課 参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783

継続 消費者対策事業

総事業費 3,857 千円
担当課 参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783

主
な
経
費

消費生活相談員賃金
財
源
内
訳

消費生活相談嘱託職員報酬

啓発品等消耗品費

その他
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30 千円 国県補助 千円

250 千円 地方債 千円

1,500 千円 その他 千円

1,580 千円 一般財源 3,360 千円

600 千円 国県補助 300 千円

40 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

216 千円 一般財源 556 千円

産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

その他

　環境交流館を活用し、町内に生息する希少水生生
物を展示し、その情報発信を行うことにより環境学
習の情報の発信・環境団体などとの交流の場として
活用を図ります。
　また、引き続き、指定管理者制度を活用し、施設
運営でのサービス向上と利用者の利便性の向上に努
めます。

継続 水環境保全整備事業・環境保全事業

総事業費

　雨水の有効活用などを図ることを目的に、雨水貯
留槽設置への助成を引き続き実施します。
　また、保育園児、幼稚園児、小学生を対象に本町
の豊かな自然環境の一つである猪名川に関する「自
然と共に生きる猪名川絵画展」を環境学習の一環と
して、引き続き実施します。

主
な
経
費

雨水貯留施設設置費補助金
財
源
内
訳

記念品費

856 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

講師謝金
財
源
内
訳

その他

第２章 こころ安らぐ自然に育まれたまち　猪名川　～環境・景観～

修繕料

環境交流館指定管理料

継続 希少水生生物等保全事業

総事業費 3,360 千円
担当課
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92,400 千円 国県補助 千円

7,471 千円 地方債 千円

3,000 千円 その他 5,121 千円

12,560 千円 一般財源 110,310 千円

11,632 千円 国県補助 千円

739 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

14 千円 一般財源 12,385 千円

78,538 千円 国県補助 千円

9,468 千円 地方債 千円

3,601 千円 その他 8,824 千円

16,186 千円 一般財源 98,969 千円

072-766-8709

継続 ごみ減量化等対策事業

総事業費 12,385 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

報償金
財
源
内
訳

重機借上料

その他

施設管理委託料

その他

総事業費 107,793 千円
担当課

継続 塵芥処理事業

産業観光課

ＴＥＬ

　第２次猪名川町ごみ処理基本計画に基づき、ごみ
の減量化を推進するため、再生資源集団回収奨励金
制度を引き続き実施するほか、公共事業などで排出
される剪定枝などをチップ化してリサイクル活用を
推進します。
　また、住民参加によるフリーマーケットの場の提
供など啓発事業を進め、更なるごみ減量化対策に取
り組みます。

財
源
内
訳

修繕料

　ごみ収集業務については、大型ごみの有料収集な
ど、引き続き適正なごみ処理を行うとともに、老朽
化している浸出液処理施設の定期修繕を行い、施設
の延命化を図るとともに安定した継続使用ができる
ように努めます。

主
な
経
費

ごみ収集委託料

ＴＥＬ 072-766-8705

主
な
経
費

財
源
内
訳

公園管理委託料

維持修繕工事費

公園緑地整備工事費

その他

　総合公園、地区公園、近隣公園など４６公園及び
７１箇所の緑地の定期的な安全点検及び適切な維持
管理を行い、公園遊具などによる事故を未然に防止
します。
　また、高齢者支援施策の一環として、大原公園
（若葉）に新たに健康器具の設置を行い、高齢者の
健康増進を図ります。

継続 公園緑地の維持管理

総事業費 115,431 千円
担当課 建設課
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19,196 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 12,393 千円

33 千円 一般財源 6,836 千円

24,840 千円 国県補助 12,420 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 1,347 千円

2,347 千円 一般財源 13,420 千円

6,700 千円 国県補助 6,098 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

309 千円 一般財源 911 千円

千円
担当課 都市政策課

ＴＥＬ 072-766-8704

主
な
経
費

町営住宅若葉団地改修工事
財
源
内
訳

その他

　火葬場の適正な管理運営については、既存機械設
備などの計画的な営繕を行い、環境整備に努めると
ともに、引き続き指定管理者による管理運営を実施
し、安定したサービスの提供に努めます。

継続 火葬場運営事業

19,229 千円
担当課

　今後、発生が予想される南海トラフ巨大地震など
の災害による人的被害低減のため、住宅の耐震改修
計画や耐震改修工事を実施される方に対して、その
費用の一部を補助し、町内住宅の耐震化を促進しま
す。

総事業費 7,009 千円
担当課 都市政策課

ＴＥＬ

継続 耐震化推進事業

072-766-8704

主
な
経
費

耐震改修促進事業補助金
財
源
内
訳

その他

　町営住宅長寿命化計画に基づき、予防保全的な維
持管理、耐久性の向上に資する改善を計画的に実施
することにより、町営住宅の長寿命化を図ります。

総事業費 27,187

その他

産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

猪名川霊照苑指定管理料
財
源
内
訳

継続 住宅維持管理事業

総事業費
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4,063 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 4,063 千円

540 千円 一般財源 540 千円

7,028 千円 国県補助 10,318 千円

815 千円 地方債 千円

545 千円 その他 千円

2,762 千円 一般財源 832 千円

第３章 いきいきと暮らせる健康長寿のまち　猪名川　～健康・福祉～

継続 子育て支援センター運営事業

総事業費 11,150 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

主
な
経
費

子育て支援相談員賃金
財
源
内
訳

託児ボランティア等報償金

施設管理委託料

その他

　子育て世代包括支援センターとして、センターに
行けば個別に対応した適切な情報が得られるワンス
トップ拠点をめざし、保健センターや家庭児童相談
員との連携を密にし、丁寧な対応に努めます。
　利用者支援専門員による相談業務や各種講座を拡
充するとともに、子育て支援情報を積極的に発信
し、子どものより良い育ちの支援を図ります。
　また、地域の保護者の相互交流を図るため、登録
子育てグループ活動を支援します。

新規 オリジナル記念撮影コーナー設置事業

総事業費 4,603 千円
担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

主
な
経
費

デジタルサイネージカメラ購入費
財
源
内
訳

その他

　住民の方の結婚や出産などの大切な出来事を記念
写真で残していただくため、役場本庁舎に記念撮影
コーナーを設置します。
　町オリジナルの背景画像を使用して撮影した写真
はスマートフォンなどに保存が可能で、背景画像は
婚姻・出産・来町記念用の３パターンを作成しま
す。
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171 千円 国県補助 千円

87 千円 地方債 千円

32 千円 その他 千円

108 千円 一般財源 398 千円

218,843 千円 国県補助 187,430 千円

75,879 千円 地方債 千円

29,156 千円 その他 23,371 千円

4,923 千円 一般財源 118,000 千円

4,947 千円 国県補助 3,298 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 1,649 千円

　保護者の就労支援として、生後６ヵ月から小学３
年生までの乳幼児及び児童が病気または病気の回復
期にあって、保育所などでの集団生活が困難な場合
に、保育所などにかわって、その子どもを一時的に
病児保育室で預かります。

印刷製本費

講師謝金

その他

072-767-7477

継続 施設型給付等事業

　５月の児童福祉月間に、子どもの健やかな成長を
願い、文化体育館小ホール及び総合室において幼児
を対象としたキッズフェスティバルを開催します。
　人形劇や工作など、就学前の幼児が楽しめる催し
や、町の子育て支援施策のＰＲなどを行います。

継続 児童福祉月間啓発事業（いながわキッズフェスティバル）

総事業費 398 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

主
な
経
費

公演業務等委託料
財
源
内
訳

その他

　町子ども・子育て支援事業計画に基づき、乳幼児
期の教育・保育の総合的な提供を行い、仕事・子育
ての両立の支援を行います。
　また、私立認可保育所、認定こども園へ共通の給
付（施設型給付）を行うとともに、延長保育事業、
一時預かり事業などの地域子育て支援事業について
も引き続き利用できるよう施設へ給付を行います。

施設型給付等負担金
財
源
内
訳

管外保育委託料

私立保育所補助金

その他

こども課

継続

こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

主
な
経
費

総事業費 328,801 千円
担当課

病児保育事業

総事業費 4,947 千円
担当課

ＴＥＬ

主
な
経
費

病児保育事業補助金
財
源
内
訳
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38,116 千円 国県補助 22,670 千円

32,071 千円 地方債 千円

3,215 千円 その他 18,510 千円

8,176 千円 一般財源 40,398 千円

525,500 千円 国県補助 443,697 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

1,306 千円 一般財源 83,109 千円

67,000 千円 国県補助 18,125 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

5,806 千円 一般財源 54,681 千円

　保護者の就労などにより放課後、家庭に帰っても
留守家庭になる小学生（児童）を対象に、町内５小
学校内に留守家庭児童育成室を８室開室し、児童の
健全育成を図ります。

総事業費

中学生

児童の年齢

財
源
内
訳

その他

　児童手当について、法令に基づき中学３年生までの子どもを対象に、下表のとおり支給します。

３歳未満
３歳以上小学校修了前

児童手当の額（一人当たり月額）
１５，０００円
１０，０００円（第３子以降は１５，０００円）
１０，０００円
５，０００円

その他

継続 児童手当（特別）児童扶養手当給付事業

総事業費 526,806 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

総事業費 81,578 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

所得制限を上回る家庭の子ども　

主
な
経
費

乳幼児等医療助成費
財
源
内
訳

その他

嘱託職員報酬
財
源
内
訳

臨時職員賃金

留守家庭児童育成室借上料

72,806 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

継続 放課後児童対策事業

継続 乳幼児等医療助成事業

主
な
経
費

主
な
経
費

児童手当給付費

　子育て世代の経済的な負担を軽減し、安心して子
育てができるよう、０歳児から小学３年生までの乳
幼児等が病気や怪我などにより受診した時の医療費
を助成し、町全体で子育てを支援していきます。
　平成２８年７月から通院、入院ともに医療費をす
べて無料としています。
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48,000 千円 国県補助 9,178 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

1,374 千円 一般財源 40,196 千円

1,300 千円 国県補助 714 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

3 千円 一般財源 589 千円

157 千円 国県補助 千円

50 千円 地方債 千円

48 千円 その他 千円

202 千円 一般財源 457 千円

　身体の発育が未熟なまま出生した乳児は疾病にか
かりやすく、速やかに適切な処置が必要となるた
め、指定養育医療機関において必要な医療を受ける
ことが必要です。
　保護者の経済的・精神的な負担が大きいことか
ら、入院中の医療費を助成し、子育てに対する負担
の軽減を図ります。

　少子化対策の一環として、結婚を望む男女の出会
いを支援するため、また、猪名川町の魅力を発信
し、出会った男女が成婚し、将来、猪名川町を居住
地として選択していただくことを期待して、縁結び
イベントを実施します。イベントを通じて成婚に
至った夫婦に祝い金として５万円を贈ります。
　また、縁結び事業の一環として、兵庫県の出会い
サポートセンタ―と連携し、ひょうご出会い支援事
業の町窓口を開設し、会員によるお相手の検索や縁
結びイベントなどの情報の提供を行います。

総事業費 457 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

主
な
経
費

通信運搬費
財
源
内
訳

結婚祝い金

報償金

その他

072-767-7477

継続

　子育て世代の経済的な負担を軽減し、安心して子
育てができるよう、小学４年生から中学３年生まで
の子どもが病気や怪我などにより受診した時の医療
費を助成し、町全体で子育てを支援していきます。
　平成２８年７月から通院、入院ともに医療費をす
べて無料としています。

その他

主
な
経
費

養育医療給付費
財
源
内
訳

その他

継続 養育医療給付事業

こども医療助成事業

総事業費 49,374 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ

継続 縁結び事業

主
な
経
費

こども医療助成費
財
源
内
訳

総事業費 1,303 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477
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2,800 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 2,800 千円

1,588 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 1,588 千円

800 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 800 千円

　子どもの健やかな成長を願うとともに、急速な少
子化傾向の抑制の一助となることを期待し、第３子
以降を出生されたご家庭に、５万円の出産祝い金と
２万円分の道の駅いながわの商品券を贈り、子育て
世代を応援します。
　道の駅で購入できる町内産のお米や野菜など、地
産地消を促進し次代を担う子どもの健やかな成長を
願います。

主
な
経
費

記念品作成委託料
財
源
内
訳

総事業費 1,588

その他

担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

継続 誕生記念品事業

多子誕生祝金
財
源
内
訳

千円

主
な
経
費

　運転免許証を自主返納された７０歳以上の方を対
象に、返納時の１回に限り、hanicaグランドパス６
５の購入助成を行い、高齢者による自動車運転事故
の防止を図るとともに、外出や社会参加の機会をう
ばわれないように、高齢者の外出支援を行います。

新規

高齢者外出支援事業助成金
財
源
内
訳

その他

総事業費 2,800 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

継続 多子誕生祝金

高齢者外出支援事業

総事業費 800 千円
担当課 福祉課

ＴＥＬ 072-766-8701

その他

主
な
経
費

　赤ちゃんの誕生を祝い、誕生記念品として出生日
から１年間有効の記念写真撮影券を贈り、次代を担
う子どもの誕生をご家族とともに心から祝福しま
す。
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90 千円 国県補助 千円

800 千円 地方債 千円

699 千円 その他 千円

2,568 千円 一般財源 4,157 千円

210 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 210 千円

主
な
経
費

財
源
内
訳

その他

敬老祝金

アトラクション委託料

自動車借上料

高齢者・児童ふれあい事業

　シルバー人材センターが実施する「親子あそびの
広場」を発展させ、高齢者が遊びの先生となること
で、触れあう機会が少ない異（多）世代との交流を
行うことにより、家族のつながりや高齢者世代と児
童世代との相互理解を深めるためのふれあい事業を
実施します。

継続

　多年にわたり社会に尽くしてこられた高齢者を敬
愛し、長寿を祝うことを目的に開催する敬老会は、
表彰式とともに、町立中学校の吹奏楽や芸能アトラ
クションなどを実施します。
　敬老会へ参加された高齢者を対象にお祝いの品を
配布するなど、より多くの高齢者に参加いただける
よう努めます。

総事業費 4,157 千円
ＴＥＬ 072-766-8701

担当課 福祉課

敬老事業

継続

総事業費 210 千円
担当課 福祉課

ＴＥＬ 072-766-8701

主
な
経
費

高齢者・児童ふれあい事業補助金
財
源
内
訳

その他
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4,725 千円 国県補助 2,788 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 1,937 千円

46,405 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 806 千円

千円 一般財源 45,599 千円

主
な
経
費

主
な
経
費

住宅助成事業補助金
財
源
内
訳

その他

総事業費 4,725 千円
担当課 福祉課

ＴＥＬ 072-766-8701

社会福祉協議会補助金
財
源
内
訳

その他

総事業費 46,405 千円
担当課

　本町における地域福祉の推進役としての社会福祉
協議会への支援を行い、総合福祉センターを拠点と
して、高齢者や障がい者に対する一体的、総合的な
福祉サービスの提供に引き続き努めます。

福祉課

ＴＥＬ

　高齢者や障がい者が、住み慣れた地域でいつまで
も安心して健やかに暮らせることを目的に、一定要
件の住宅改修に伴う費用の一部を助成します。

継続 人生いきいき住宅助成事業

継続 社会福祉協議会補助金

072-766-8701

種類 補助率

特別型

・介護保険要支援以上の認定者
・身体障害者手帳の所持者
・療育手帳の所持者

＊障がいの状態により対象とな
らない場合があります。

１/３～
１０/１０

人生いきいき住宅助成事業の対象
対象者

一般型
６５歳以上の高齢者がいる世帯
で特別型の対象とならない人

１/３

40



25,298 千円 国県補助 11,585 千円

15,848 千円 地方債 千円

9,974 千円 その他 451 千円

7,981 千円 一般財源 47,065 千円

208,151 千円 国県補助 272,934 千円

129,815 千円 地方債 千円

25,015 千円 その他 千円

2,473 千円 一般財源 92,520 千円

主
な
経
費

その他

　障害者総合支援法に基づき、障がいのある人が自
立した日常生活または社会生活を営む事ができるよ
う、地域生活支援事業として、障害者相談支援事業
や聴覚に障がいのある人に手話通訳者や要約筆記者
を派遣する意思疎通支援事業などを実施します。
　また、町独自事業として、心身に障がいのある児
童を対象に理学療法、作業療法、言語聴覚療法など
を実施する療育支援事業や障害者手帳所持者に障が
い区分に応じ４,０００円から２２,５００円を支給
する福祉金制度を実施します。

地域生活支援事業委託料
財
源
内
訳

心身障害者（児）福祉金

心身障害者（児）療育支援事業委託料

福祉課

ＴＥＬ

継続 心身障害者（児）福祉費

担当課

継続 心身障害者（児）支援事業

　障害者総合支援法に基づき障害福祉サービスの提
供に対し報酬を支払うことで、障がいのある人の自
立と社会参加の促進など、生活支援に努めます。

≪主なもの≫
・介護給付費
居宅介護、生活介護、短期入所、計画相談支援等

・訓練等給付費
共同生活援助（グループホーム）、自立訓練、就労
支援（移行・Ａ型・Ｂ型）等

・居宅における生活支援
日中一時支援・移動支援・訪問入浴サービス

就労継続支援B型施設軽作業（タオルの包装）の様子

総事業費 365,454 千円
担当課 福祉課

ＴＥＬ 072-766-8701

主
な
経
費

介護給付費
財
源
内
訳

訓練等給付費

居宅生活支援給付費

その他

072-766-8701
総事業費 59,101 千円
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2,478 千円 国県補助 126 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 2,352 千円

371 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 371 千円

1,086 千円 国県補助 千円

324 千円 地方債 千円

524 千円 その他 千円

1,038 千円 一般財源 2,972 千円

主
な
経
費

阪神地域二次救急システム運営負担金
財
源
内
訳

その他

　救急搬送における受け入れ医療機関の選定を迅速
かつ容易に行うため、阪神６市１町共同により、登
録救急医療機関の情報がリアルタイムで提供される
「むこネット二次救急システム」を継続して運用し
ます。

継続 阪神地域二次救急システム事業

総事業費 371 千円
担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

継続 いながわ健康・医療相談ほっとライン２４事業

総事業費

その他

「いながわ100万歩チャレンジ！」事業

総事業費 2,972 千円
担当課 住民保険課

　健康づくりのきっかけづくりを目的に、健康づく
り支援員と共に本町の自然環境を活用したウォーキ
ングや各種教室を開催します。
　平成３０年度は、関西大学との事業連携により
チャレンジ事業の健康増進への効果や取り組みの拡
大方法について検証し、効果的なイベント内容の検
討を行います。

消耗品費

印刷製本費

その他

ＴＥＬ

2,478 千円

　「いながわ健康・医療相談ほっとライン２４」
は、病気やケガ、メンタルヘルスなどの健康や医療
に関する相談に、医師・看護師・保健師が、年中無
休、２４時間体制、相談料・電話通話料無料で対応
する電話相談窓口サービスです。
　引き続き専門機関に業務委託を行うとともに、住
民への周知徹底に努めます。

拡充

072-766-8700

主
な
経
費

100万歩チャレンジ イベント企画委託料
財
源
内
訳

主
な
経
費

健康医療相談業務委託料
財
源
内
訳

担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700
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2,000 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 2,000 千円

390 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 390 千円

　「地域健康づくり支援員」は、地域住民により構
成される健康づくりの推進リーダーとして、地域に
根ざした実践活動を行っています。
　健康づくり支援員へのサポートを通じ、各自治会
やまちづくり協議会などにおいて取り組む地域ぐる
みでの健康づくり推進活動の活性化に努めます。
　また、平成３０年度においては地域住民の更なる
健康増進を目的とし、まちづくり協議会単位での
ウォーキングイベントの実施などに取り組みます。

担当課 住民保険課

継続 健康福祉まつりの開催

総事業費 2,000
担当課

総事業費 390 千円

　住民の健康づくり意識の高揚、福祉施策や福祉関
係団体の活動などの紹介及び各種情報提供を目的と
し、社会福祉協議会との連携のもと、引き続き、健
康福祉まつりを開催します。

継続 地域健康づくり組織支援事業

ＴＥＬ 072-766-8700

主
な
経
費

健康福祉まつり開催費補助金
財
源
内
訳

その他

住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

主
な
経
費

地域健康づくり組織支援委託料
財
源
内
訳

その他

千円
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72,664 千円 国県補助 2,773 千円

5,901 千円 地方債 千円

35,183 千円 その他 47,415 千円

10,589 千円 一般財源 74,149 千円

1,754 千円 国県補助 79 千円

554 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

763 千円 一般財源 2,992 千円

11,200 千円 国県補助 千円

3,360 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 14,560 千円

　歯と口腔の健康が妊娠期の母子に与える影響と乳
幼児期からの口腔衛生の必要性を認識してもらうた
め、妊婦を対象とした妊婦歯科検診を引き続き実施
します。また、“生涯自分の歯で食べられること”
を目標に、成人歯科検診については年齢が２０歳か
ら８０歳までの５歳刻みの節目年齢の方を対象に、
若年期からの口腔衛生の向上を目指します。
　また、歯科相談事業を引き続き実施し、歯科保健
の普及と推進に努めます。

主
な
経
費

健診検査委託料
財
源
内
訳

医師報償金

その他

拡充

主
な
経
費

妊婦健康診査委託料
財
源
内
訳

妊婦健康診査助成費

その他

歯科保健事業

総事業費 3,071 千円
担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

　特定健診の対象を２０歳以上の国民健康保険被保
険者とし、若年層の生活習慣病の予防・改善に努め
ます。
　さらに、健診受診後の特定保健指導の実施につい
て、新たに民間事業者を活用し、柔軟な対応で気軽
に保健指導を受けることのできる環境づくりに努め
ます。
　また、各種がん検診などの受診率の向上とスク
リーニング機能の充実を図るとともに、特定の年齢
層に対して、子宮頸がん及び乳がん検診、肝炎ウィ
ルス検診の無料クーポン券を送付し、受診促進とが
ん等の早期発見、健康意識の普及・啓発に努めま
す。

124,337 千円
担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

主
な
経
費

総事業費 14,560 千円
担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

継続

健康診査・検診事業等

総事業費

健診検査委託料
財
源
内
訳

特定保健指導実施委託料

特定健診実施委託料

その他

継続

　妊婦健診の費用について、１１万２千円までの助
成を行い、妊婦の経済的負担の軽減を図ることで適
切な定期健診の受診を促し、安全・安心な出産を迎
えるための環境作りに努めます。

妊婦健康診査費助成事業

44



39,000 千円 国県補助 千円

22,000 千円 地方債 千円

986 千円 その他 千円

996 千円 一般財源 62,982 千円

1,556 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 799 千円

千円 一般財源 757 千円

　感染症の発生予防及び蔓延予防により住民の健康
増進を図ることを目的に、ＭＲ、日本脳炎、四種混
合、水痘、子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌ワク
チン接種や高齢者インフルエンザ、高齢者用肺炎球
菌などの予防接種事業を引き続き実施します。
　また、感染症状の重篤化が懸念される基礎疾患を
有する高齢者に対し、経済的負担の軽減と感染予防
のため、高齢身障者肺炎球菌ワクチン接種費用の一
部を助成します。

主
な
経
費

借上料

その他

継続 感染症対策事業

総事業費 62,982 千円
担当課 住民保険課

ＴＥＬ 072-766-8700

主
な
経
費

予防接種委託料
財
源
内
訳

医薬材料費

ワクチン接種助成費

その他

継続 緊急通報システム運営事業

総事業費 1,556 千円
担当課 福祉課

ＴＥＬ 072-766-8701

　６５歳以上の一人暮らし高齢者及び重度身体障が
い者の緊急時の不安解消や安全確保などを目的とす
る緊急通報システムの運営を引き続き行います。

財
源
内
訳

利用者

１２３
１４４
１３７
１３０
１３０
１５０

※平成２９年度は見込、３０年度は予算

平成２８年度 １,６６５
平成２９年度 １,３４８
平成３０年度 １,５５６

平成２５年度 １,４９１
平成２６年度 １,７２０
平成２７年度 １,７６１

利用状況の推移　　　　　（単位：人、千円）

年　度 事業費
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6,500 千円 国県補助 2,166 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

471 千円 一般財源 4,805 千円

3,340 千円 国県補助 644 千円

947 千円 地方債 千円

80 千円 その他 千円

200 千円 一般財源 3,923 千円

　就学前幼児の幼稚園教育の振興を図るため、新制
度に移行しない私立幼稚園に通園する３歳児から５
歳児までの園児を対象に保育料などの負担軽減のた
めの助成を行います。

第４章 こころ豊かな教育・文化のまち　猪名川　～教育・文化～

継続 私立幼稚園就園奨励事業

総事業費 6,971 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

主
な
経
費

私立幼稚園就園奨励費補助金
財
源
内
訳

その他

　いじめ、不登校、児童生徒の問題行動などに適切
に対応するため、「心の専門家」であるスクールカ
ウンセラーを引き続き小学校に派遣し、子どもたち
や保護者の心の相談を行います。また、教職員のカ
ウンセリングマインドを高めることにより、教育相
談体制の充実に努めます。
　中学校においては、教育心理検査を年２回実施す
ることにより、学級の現状分析を的確に把握し、分
析結果をもとに、適切な教育相談や支援に努めま
す。
　また、学校、子ども、保護者と関係機関を円滑に
つなぐ役割を担うスクールソーシャルワーカーを学
校・園に配置、派遣し、子どもたちが直面している
問題の改善を図ります。

継続 いじめ対策事業

総事業費 4,567 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

主
な
経
費

相談員謝金
財
源
内
訳

教育心理検査委託料

いじめ問題対策審議会報酬

その他
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3,020 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 3,020 千円

1,563 千円 国県補助 1,563 千円

926 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 926 千円

　猪名川町教育基本計画に掲げる人間像「ふるさと
を愛する人」「志高く夢に挑戦し続ける人」「共生
し自立する人」の実現に向けて、教育活動を推進し
ます。
　各学校園では、テーマを決めて、学力向上や地域
の方と共に行う体験活動などの取り組みを推進しま
す。
　また、各中学校区では、就学前教育から中学校ま
での子どもたちや教職員の交流を一層促進し、強固
な連携と緩やかな一貫性のある教育を推進します。

072-766-6006

財
源
内
訳

ソフトウェア使用料

継続 特色ある学校づくり・幼小中連携推進事業

総事業費 3,020 千円
担当課

継続 学習支援事業

総事業費 2,489 千円
担当課

主
な
経
費

学習サポーター謝金

その他

学校教育課

ＴＥＬ

学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

主
な
経
費

特色ある学校づくり・幼小中連携推進事業補助金
財
源
内
訳

その他

　「全国学力・学習状況調査」及び町教育委員会が
実施している「学習到達度調査」の結果を踏まえ、
「いなぼう学習タイム（放課後の補充学習における
学習サポーター派遣事業）」として、小・中学校に
地域の人材を派遣して、学習につまずきのある児童
生徒の基礎学力の確実な定着や学習意欲の向上を
図っていきます。
　また、中学生への学習支援対策として、パソコン
やタブレット端末などを使用して自宅で学習できる
オンライン学習システムを活用し、学習習慣の確立
を進めます。
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10,414 千円 国県補助 千円

3,969 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 14,383 千円

7,433 千円 国県補助 千円

240 千円 地方債 千円

104 千円 その他 千円

197 千円 一般財源 7,974 千円

学校図書館司書・支援員配置事業

総事業費 14,383 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

主
な
経
費

学校図書館司書賃金
財
源
内
訳

学校図書館支援員

その他

継続

ソフトウェア使用料

その他

　学習指導要領改訂に向けて移行期間となる平成３
０年度は、小学５・６年生の外国語の授業が３５時
間から５０時間に増加します。その増加分を含め、
小学校の外国語活動全ての授業と幼稚園の英語活動
にＡＬＴを派遣し、英語に慣れ親しむ機会を設け
て、幼・小・中の継続的なグローバル人材の育成を
図ります。
　また、教員の英語コミュニケーション能力や英語
の指導力に係る不安要素に対しては、兵庫教育大学
との協定により専門の講師を招へいし、実践的な研
修を引き続き実施します。

　小・中学校における読書活動推進のため、県の司
書教諭配置対象とならない１２学級未満の学校につ
いて、引き続き町単独で学校図書館司書を配置しま
す。
　司書配置による読書指導の充実に加え、各教科な
どにおける図書館資料の活用を通じて、自ら学び自
ら考える学習を支援する学校図書館としての機能充
実に努めます。
　また、専任の学校図書館司書が配置されていない
１２学級以上の小・中学校にも、児童生徒が学校図
書館を利用する時間帯を中心に「学校図書館支援
員」を派遣し、全小・中学校で読書活動の推進を図
ります。

拡充 英語教育強化推進事業

総事業費 7,974 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

主
な
経
費

外国語指導助手報酬
財
源
内
訳

講師謝金
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7,138 千円 国県補助 千円

7,254 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 14,392 千円

562 千円 国県補助 千円

200 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 762 千円

拡充 教育情報化推進事業

主
な
経
費

タブレット端末借上料
財
源
内
訳

パソコン教室機器借上料

その他

　小学４年生と中学２年生を対象に、様々な症状と
生活習慣、食事との関連を中心に解析し、改善すべ
き点を発見することを目的として、生活習慣に関す
るアンケート調査を実施しています。
　各小・中学校において、このアンケートの結果を
もとに、医師から、元気な子どもの生活習慣の傾向
をわかりやすく講演いただき、また、子どもたちか
らの睡眠時間、運動、食事などに関する様々な質問
にも分かりやすく丁寧に答えていただいています。
　「大人になったときの自分の脳や体は今の自分た
ちが作る」ことを意識した生活習慣、食生活を心掛
け、早い時期から生活習慣病予防の動機付けができ
るよう取り組んでいきます。

　各小・中学校において、電子黒板、実物投影機や
タブレット端末などをグループ学習や調べ学習、発
表など様々な場面で活用することで子どもたちの学
習意欲を高め、楽しく分かりやすい授業を行ってい
ます。
　インターネットを利用して海外の学校と交流する
試みを行うなど、引き続きＩＣＴを効果的に活用し
た取り組みを行います。
　また、老朽化したパソコン教室の機器更新につい
ては、利用状況を考慮しながら最適な機器導入とな
るよう計画的に進めていきます。

主
な
経
費

小児生活習慣病対策委託料
財
源
内
訳

講師謝金

その他

継続 小児生活習慣病予防対策事業

総事業費 762 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

総事業費 14,392 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

49



180 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 180 千円

18,861 千円 国県補助 千円

58,394 千円 地方債 千円

861 千円 その他 千円

855 千円 一般財源 78,971 千円

その他

180 千円

主
な
経
費

体力アップインストラクター派遣事業拡充

特別支援教育支援員賃金

学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006

総事業費

78,971 千円
担当課

体力アップインストラクター謝金
財
源
内
訳

ＴＥＬ 072-766-6006

主
な
経
費

スクールアシスタント賃金

総事業費

　障がいのある子どもたち一人ひとりのライフサイ
クルを見通し、教育的ニーズを把握し、適切な教育
的支援を行うため、教育相談や幼稚園、小・中学校
への巡回相談を行うとともに、教育支援委員会を開
催し、適切な就園・就学・進級先を決定します。
　ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障
害）など行動面で課題のある児童生徒が在籍する学
級に配置するスクールアシスタントについては、平
成３０年度から全ての小・中学校へ配置できるよう
増員し、支援の強化を図ります。兵庫教育大学大学
院生による共同研究も引き続き行い、学校・園にお
ける特別支援教育の質の向上を図ります。
　また、特別支援教育公開講座を開催するなどし
て、地域住民や学校・園の教職員への特別支援教育
に対する啓発を行います。

相談員謝金

その他

拡充 特別支援教育の推進

　町独自で小学４年生から中学３年生までの各学年
で「体力テスト」を実施しています。
　特に小学校での「２０ｍシャトルラン」「ソフト
ボール投げ」に課題があるため、体力向上をめざし
て「体力アップインストラクター」を小学校に派遣
し、体育の授業で実践できるリズム体操や体幹体操
などの体づくり運動の指導を行っています。
　新たに幼稚園にも派遣し、幼児期から運動経験を
積み重ね、自発的な体力向上の態度の育成を図るこ
とで本町の目標の一つである『「健やかな体」を養
う』の達成に努めます。

担当課 学校教育課

財
源
内
訳
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320 千円 国県補助 千円

7,477 千円 地方債 千円

4,786 千円 その他 千円

876 千円 一般財源 13,459 千円

9,332 千円 国県補助 84,357 千円

361,800 千円 地方債 278,200 千円

千円 その他 千円

97 千円 一般財源 8,672 千円

072-766-6000

繰越

371,229

白金小学校大規模改修事業

千円
担当課

　学校施設の老朽化などに対応するため、白金小学
校の大規模改修工事を実施します。
　平成２９年度には、同小学校のトイレについて、
和便器から温便座付洋便器への変更、湿式から乾式
への変更などのトイレ改修を実施しました。
　今年度は、引き続き校舎と体育館の内外装につい
て国庫補助金を活用し、全面的な改修を実施しま
す。

ＴＥＬ

主
な
経
費

監理委託料
財
源
内
訳

教育振興課
総事業費

施設整備工事費

その他

　教育支援センターにおいては、教職員の指導力の
向上に向けた研修の充実を図るとともに、不登校児
童生徒の学校復帰を支援するための適応指導教室
「ＳＴＥＰいながわ」の充実を図ります。
　また、いじめ問題への対応や発達の課題の相談な
ど、保護者の子育てを支援するため、カウンセラー
による教育相談の充実を図ります。

主
な
経
費

講師謝金
財
源
内
訳

嘱託職員報酬

臨時職員賃金

その他

継続 教育支援センター事業

総事業費 13,459 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006
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176 千円 国県補助 千円

1,912 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

26 千円 一般財源 2,114 千円

80 千円 国県補助 千円

154 千円 地方債 千円

千円 その他 108 千円

28 千円 一般財源 154 千円

　平成３０年３月に「猪名川町立学校園の適正規
模・適正配置等教育環境のあり方に関する基本方
針」を策定予定で、この基本方針に基づき検証を進
めるにあたり、「猪名川町立小中学校あり方評価検
証会議」を設置し、評価・検証を実施します。
　あわせて、中学校については一部の学校間の交流
事業を実施し、評価検証会議での検証を深め、必要
に応じて基本方針を改定します。

総事業費 262 千円
担当課 教育振興課

ＴＥＬ 072-766-6000

主
な
経
費

財
源
内
訳

自動車借上料

その他

報償金

報償金
財
源
内
訳

教育振興基本計画策定業務委託料

その他

　国の「教育振興基本計画」、県の「ひょうご教育
創造プラン」に基づき、本町ではこれまでの取り組
みの成果と課題を踏まえ、教育の更なる充実を図る
ため、「猪名川町教育基本計画」を改定し、「猪名
川町教育振興基本計画」を策定します。計画期間は
平成３１年度から平成３５年度の５ヵ年計画です。
　平成２９年度より計画策定委員会を設置し、平成
３０年１２月に改定予定です。

主
な
経
費

継続 猪名川町立学校園あり方検討事業

担当課 教育振興課

ＴＥＬ 072-766-6000

継続 教育振興基本計画策定

総事業費 2,114 千円

52



965 千円 国県補助 643 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

15 千円 一般財源 337 千円

648 千円 国県補助 1,833 千円

1,805 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

555 千円 一般財源 1,175 千円

主
な
経
費

部活動指導員報酬
財
源
内
訳

その他

　学校における働き方改革の取り組みとして部活動
指導員を中学校に配置し、教員の部活動指導に係る
時間を軽減するとともに、これまで以上に適切な練
習時間や休養日の設定を行うことで、部活動の指導
体制の充実を図ります。
　期待される効果として、生徒の能力に応じた適切
な練習法の導入や技術の向上、部活動での事故や怪
我の未然防止だけでなく、教員にとっても教材研究
や生徒との面談等の時間確保、経験のない競技など
の指導による心理的負担の軽減につながります。

継続 放課後子ども教室等運営事業

総事業費 3,008 千円
担当課 こども課

ＴＥＬ 072-767-7477

放課後子ども教室運営事業委託料
財
源
内
訳

土曜日教育活動事業委託料

その他

　安全、安心な子どもの活動拠点（居場所）を設
け、地域の方々の参画を得て、学習・スポーツ・文
化芸術活動など地域住民との交流活動を行う「放課
後子ども教室」事業を引き続き実施します。
　また、様々な能力を持つ人材や団体などの協力に
より、土曜日に体系的、継続的なプログラムを行う
「土曜日教育活動事業」を実施し、子どもたちが健
やかに育つ環境整備に努めます。
　

主
な
経
費

新規 部活動指導員配置事業

総事業費 980 千円
担当課 学校教育課

ＴＥＬ 072-766-6006
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480 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 480 千円

千円 一般財源 千円

1,117 千円 国県補助 千円

3,186 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

4,622 千円 一般財源 8,925 千円

継続 青少年健全育成事業

総事業費 8,925 千円
ＴＥＬ

担当課 参画協働課

その他

　豊かな人間形成や自己実現のための生涯学習を支
援するため、地域に密着したテーマや現代社会問題
について、住民がより深く学べる機会を提供するこ
とを目的とした「リバグレス猪名川」を引き続き開
催します。
　平成３０年度は、若い世代の方にも参加しやすく
するため、平日コース（仮称「目からウロコの日本
古代史」）、土曜日コース（仮称「五国からなる兵
庫史」）を各８回開催することとし、ヤマト王権を
学ぶ歴史学や県政１５０年の地域学の講義を予定し
ています。

　町青少年健全育成推進会議や町子ども会連絡協議
会など青少年健全育成団体へ補助金を交付し、次代
を担う青少年の健全育成に関する自主的な取り組み
を支援します。
　また、青少年問題協議会を中心に、青少年健全育
成関係団体間の情報共有などを含めた横断的連携を
図り、問題行動などの早期発見と未然防止に努めま
す。

072-766-8783

丹波少年自然の家負担金

青少年指導員報償金
財
源
内
訳

その他

主
な
経
費

継続 生涯学習カレッジ「リバグレス猪名川」

総事業費 480 千円
担当課 教育振興課

ＴＥＬ 072-766-6000

主
な
経
費

講師謝金
財
源
内
訳

54



169 千円 国県補助 千円

6,364 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 6,533 千円

10,800 千円 国県補助 千円

千円 地方債 9,700 千円

千円 その他 1,100 千円

千円 一般財源 千円

816 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 816 千円

拡充 ～国史跡多田銀銅山遺跡等～町内小学校社会見学実施事業

総事業費 816

　つつじが丘多目的広場は、平成２５年度の開設以
降、町体育協会所属の団体を中心とした多くの住民
に利用いただいています。
　施設の機能性及び利用者の利便性の向上を目的に
トイレの新設工事を行います。

主
な
経
費

自動車借上料
財
源
内
訳

その他

　町内の小学校の子どもたちが、地域の歴史文化や
町内の歴史民俗資料などに触れて関心を深め、ふる
さと猪名川を身近に感じ、ふるさとを愛する心を育
てることを目的に、国史跡多田銀銅山遺跡と、歴史
民俗資料を展示する町立ふるさと館への小学校社会
見学に対し交通費支援を行います。

千円
担当課 教育振興課

ＴＥＬ 072-766-6000

学校プール開放事業

総事業費 6,533 千円
担当課

継続

参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783

主
な
経
費

プール用薬品購入費
財
源
内
訳

学校プール開放事業委託料

その他

　夏休みの一定期間、小学校プールを一般開放し、
児童を含めた地域住民の健康増進とコミュニティ醸
成の場として利活用を図ります。
　また、プール監視業務は引き続き警備会社に委託
することとし、より安全安心な運営管理に努めま
す。

主
な
経
費

施設整備工事費
財
源
内
訳

その他

継続 つつじが丘多目的広場トイレ整備事業

総事業費 10,800 千円
担当課 参画協働課

ＴＥＬ 072-766-8783
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3,548 千円 国県補助 3,375 千円

1,567 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

1,890 千円 一般財源 3,630 千円

1,134 千円 国県補助 千円

千円 地方債 1,100 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 34 千円

継続 多田銀銅山文化財保存活用事業

主
な
経
費

実施設計委託料
財
源
内
訳

その他

　平成３年の竣工から２６年が経過する中で、住民
が快適に施設利用できるよう、また指定避難所とし
ての機能を維持するため、平成３１年度の空調設備
機能改修に向け、平成３０年度に実施設計業務委託
を行います。

新規 文化体育館空調設備改修事業

総事業費 1,134 千円
担当課 教育振興課

ＴＥＬ 072-766-6000

その他

主
な
経
費

多田銀銅山遺跡整備基本計画策定業務委託料
財
源
内
訳

臨時職員賃金

　平成２８・２９年度の２ヵ年をかけて策定した
「史跡多田銀銅山遺跡保存活用計画」に基づき、具
体的な公開活用などの整備方法を計画するための
「史跡多田銀銅山遺跡整備基本計画」を平成３０・
３１年度の２ヵ年で策定します。
　また、これまでに引き続き、多田銀銅山遺跡の持
つ価値などを広くみなさんに知っていただけるよ
う、講演会や体験学習会などを開催します。

総事業費 7,005 千円
担当課

多田銀銅山悠久広場（堀家製錬所跡）

教育振興課

ＴＥＬ 072-766-6000
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25,000 千円 国県補助 13,750 千円

43,000 千円 地方債 48,800 千円

千円 その他 4,300 千円

千円 一般財源 1,150 千円

76,000 千円 国県補助 千円

25,900 千円 地方債 千円

4,200 千円 その他 76,118 千円

24,237 千円 一般財源 54,219 千円

15,000 千円 国県補助 39,335 千円

56,519 千円 地方債 28,900 千円

千円 その他 千円

965 千円 一般財源 4,249 千円

主
な
経
費

橋梁補修実施設計業務委託料
財
源
内
訳

橋梁維持補修工事費

その他

072-766-8705

道路等管理委託料

拡充 道路維持補修事業

総事業費 68,000 千円
担当課 建設課

ＴＥＬ 072-766-8705

主
な
経
費

維持補修工事費
財
源
内
訳

道路照明灯修繕工事費

その他

担当課

道路維持修繕工事費

交通安全施設整備工事費

総事業費 130,337 千円
ＴＥＬ 072-766-8705

その他

第５章 活力とにぎわいのあるまち　猪名川　～都市・産業・観光～

建設課

　道路舗装修繕計画に基づき、老朽化した町道の舗
装について修繕工事を行います。
　平成３０年度は町道広根万善線などの舗装修繕を
行います。
　また、安全な通行の確保及び省エネルギー化を目
指し、松尾台、伏見台地区に設置されている全ての
道路照明灯について、従来の水銀灯からＬＥＤ照明
灯に更新します。

主
な
経
費

財
源
内
訳

継続 道路等の維持管理

　町道の適切な維持管理を行うため、定期的な巡回点検により安全で安心できる道路の通行を確保し
ます。

　橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、計画的な維
持補修を行うため、出合橋ほか５橋の実施設計を行
うとともに、きらきら橋ほか５橋の補修工事を行い
ます。

継続 橋りょう維持補修事業

総事業費 72,484 千円
担当課 建設課

ＴＥＬ
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30,632 千円 国県補助 千円

6,729 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

437 千円 一般財源 37,798 千円

54,000 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

433 千円 一般財源 54,433 千円

循環バス路線再編調査業務委託料

千円
担当課 企画財政課

ＴＥＬ 072-766-8711

　町内循環バス（ふれあいバス）は、路線バスと連
携し、通院や買い物などの生活路線として利用促進
を図っています。
　利用者の多くが高齢者など車を運転することが少
ない方となっていることから、停留所の新設や見直
しを行い、利用しやすいバス運行を目指していま
す。
　平成３０年度から、ふれあいバスの更なる利便性
向上、路線バスとの役割の明確化などを目的に路線
の再編調査を実施します。

主
な
経
費

循環バス運行委託料
財
源
内
訳

　産業拠点地区における事業者に対して、町の支援
策である「開発区域外における関連上下水道施設整
備」について負担を行います。

【継続費】

　　　 年度　　　 年割額　　  内容
　　平成29年度 　　20,000　　　設計
　　平成30年度 　　54,000　　　工事
 　 平成31年度    126,000　　　工事
      総額        200,000

総事業費 54,433 千円
担当課

継続 企業立地対策事業

都市政策課

ＴＥＬ 072-766-8704

主
な
経
費

産業拠点地区関連施設整備負担金
財
源
内
訳

その他

その他

継続 公共交通対策事業

総事業費 37,798
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4,075 千円 国県補助 千円

319 千円 地方債 千円

千円 その他 826 千円

千円 一般財源 3,568 千円

10,212 千円 国県補助 7,808 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

160 千円 一般財源 2,564 千円

8,652 千円 国県補助 6,533 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

90 千円 一般財源 2,209 千円

主
な
経
費

中山間地域等直接支払事業補助金
財
源
内
訳

その他

　農用地区域内における急傾斜農地など、一定の生
産条件不利農地を有する地域が取り組む共同保全活
動などに対して、引き続き中山間地域等直接支払交
付金を交付し、農地の保全と活用を推進します。

継続 多面的機能支払事業

総事業費 8,742 千円
担当課 産業観光課

その他

　高齢化などによる農業従事者の減少、耕作放棄地
の増大などにより、農業・農村が危機的状況にあり
ます。
　このことから、地域ぐるみでの農地や農道、水路
など地域資源の適切な管理活動や、自然環境の保
全、良好な景観形成など農地のもつ多面的機能の維
持・発揮へつながる活動に対する支援を継続実施し
ます。

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

多面的機能支払推進補助金
財
源
内
訳

継続 中山間地域等直接支払事業

総事業費 10,372 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

継続 産地形成振興対策事業

総事業費 4,394 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

営農活性化補助金
財
源
内
訳

消耗品（そば種子代）

その他

　本町の農業振興の拠点である道の駅いながわへの
農産物の周年出荷を推進するため、パイプハウス設
置に対する支援や、高品質な果樹の導入や安定的な
果樹生産を支援するため、果樹の苗木の購入に対す
る支援を引き続き行います。
　また、町の特産品づくり、遊休農地発生防止対策
として、本町が推進する産地形成作物である“そ
ば”の栽培に対する支援を引き続き行います。
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1,712 千円 国県補助 千円

1,642 千円 地方債 千円

1,600 千円 その他 1,831 千円

1,555 千円 一般財源 4,678 千円

632 千円 国県補助 494 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

20 千円 一般財源 158 千円

5,500 千円 国県補助 5,500 千円

19,250 千円 地方債 千円

千円 その他 2,200 千円

91 千円 一般財源 17,141 千円

隊員報酬
財
源
内
訳

有害鳥獣処理委託料

箱わな購入・電気柵設置補助金

その他

　有害鳥獣による農作物被害の増加により、農家の
生産意欲の低下が深刻な問題になっていることか
ら、町直営組織である「鳥獣被害対策実施隊」によ
る駆除活動を継続実施します。
　また、農地に設置する電気柵資材及び箱わなの購
入を継続して支援し、有害鳥獣対策の柱である「侵
入防御」と「個体数調整」を推進します。

千円

ため池点検委託料

　ヘアリーベッチなどの緑肥を使用し、化学肥料や
化学合成農薬の使用低減に取り組む地域に対して、
引き続き環境保全型農業直接支払補助金を交付し、
環境に優しく肥沃な農地の形成に努めます。

財
源
内
訳

県営土地改良事業負担金

その他

有害鳥獣対策推進事業

総事業費 6,509 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ

　大規模地震や想定を上回る豪雨による決壊、老朽
化などによる機能低下が懸念されるため池につい
て、一斉点検及び計画的な改修工事を行い、効果的
な防災・減災対策を講じることにより、安定的な農
業経営や安全・安心な農村生活の実現に努めます。

継続 環境保全型農業直接支払事業

総事業費 652 千円

総事業費 24,841

継続

主
な
経
費

環境保全型農業直接支払補助金
財
源
内
訳

その他

継続 農業用施設改良事業

産業観光課

072-766-8709

担当課

ＴＥＬ

072-766-8709

主
な
経
費

担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費
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616 千円 国県補助 千円

854 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

715 千円 一般財源 2,185 千円

2,000 千円 国県補助 498 千円

953 千円 地方債 千円

683 千円 その他 千円

4,115 千円 一般財源 7,253 千円

継続 里山再生整備事業

総事業費 7,751 千円

主
な
経
費

有識者会議委員報酬

道の駅整備事業

総事業費 2,185 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

継続

担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

竹林資源活用助成金
財
源
内
訳

ペレット製造事業運営補助金

立木伐倒駆除委託料

その他

　豊かな森林環境である里山を後世に残していくた
め、「猪名川町里山再生基本構想」に基づく各種施
策を継続して実施します。
　里山再生事業の中核を成す「ペレット燃料製造事
業」については、その運営主体である森林組合に対
して必要な支援を実施します。また、人の手が山に
入り、木を切り出すために不可欠である林内作業道
の設置にかかる補助事業を実施します。
　里山林を構成する主要な樹種であるナラ類の樹木
が集団的に枯損する「ナラ枯れ被害」については、
町内山林において優先順位を定めた上で、伐倒駆除
などの必要な対策を講じます。

財
源
内
訳

交通量調査委託料

その他

　平成２９年７月に策定した「道の駅いながわ活性
化基本計画」に基づく事業を進めるにあたり、専門
家や関係者から構成する有識者会議を設置し、事業
内容の検討を行います。
　新名神高速道路の供用開始による交通量の変化な
どを注視しつつ、有識者や民間企業などの意見も踏
まえ、まちの活性化に資する事業を目指し、道の駅
の拡充移転及び実施事業者募集に向けた取り組みを
進めます。

※あくまでも計画

イメージであり、

変更の可能性が

あります。

計画イメージ図
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8,630 千円 国県補助 千円

7,192 千円 地方債 千円

1,677 千円 その他 8,110 千円

3,045 千円 一般財源 12,434 千円

371 千円 国県補助 千円

700 千円 地方債 千円

1,480 千円 その他 千円

1,995 千円 一般財源 4,546 千円

継続 観光高揚事業

総事業費 4,546 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

主
な
経
費

観光ボランティアガイド報償費
財
源
内
訳

観光協会補助金

ガイドマップ印刷製本費

その他

　観光振興については、行政、事業者、住民などが
協力、連携して取り組むことが重要であり、観光協
会や観光ボランティアガイドの会と連携を図り、本
町の貴重な自然と歴史を四季を通じて満喫してもら
えるよう観光誘客に努めます。
　また、観光協会が発足し、５０周年を迎えること
から、さらなる交流人口の増加による地域経済の活
性化を進めていきます。
　さらに、猪名川町ガイドマップを一部更新し、情
報発信ツールの充実を図ります。

主
な
経
費

大野アルプスランド指定管理料
財
源
内
訳

維持修繕工事費

備品購入費

その他

　大野アルプスランドについては、指定管理者（柏
原生産森林組合）や天文台運営委員会と連携し、更
なる魅力ある施設運営に努めます。
　来場者が安全に施設を利用いただけるよう、老朽
化している展示小屋及び避難小屋の柱、作業道の防
護柵などの各所の修繕工事を行うほか、天文台周辺
のWi-Fi整備や防犯カメラの設置を行います。

拡充 大野山管理運営事業

総事業費 20,544 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709
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3,150 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 3,150 千円

500 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

千円 一般財源 500 千円

主
な
経
費

経営発達支援事業補助金
財
源
内
訳

その他

　創業支援施策として、猪名川町商工会、日本政策
金融公庫（尼崎支店）、池田泉州銀行（日生中央支
店）との連携を強化し、ワンストップ相談窓口の設
置、起業に必要な知識を網羅的に習得できる創業セ
ミナーの開催を支援します。

総事業費 500 千円
担当課 産業観光課

ＴＥＬ 072-766-8709

　「２０１８いながわ桜まつり」を支援し、町の活
性化や観光ＰＲを行います。町道原広根線（原交差
点～上田尻橋）１．２ｋｍを歩行者専用道路とし、
より安全で快適なイベントを目指すとともに本町の
魅力発信を行います。

＜開催日＞
平成３０年４月７日(土)
（荒天の場合は中止）
＜場所＞
町道原広根線「い～な！！さくら通り」
＜ライトアップ＞
平成３０年４月１日(日)～１５日（日）予定

継続 経営発達支援事業

主
な
経
費

いながわ桜まつり補助金
財
源
内
訳

その他

総事業費 3,150 千円
ＴＥＬ 072-766-8709

担当課 産業観光課

継続 いながわ桜まつり支援事業
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140 千円 国県補助 千円

100 千円 地方債 千円

1,500 千円 その他 千円

千円 一般財源 1,740 千円

400 千円 国県補助 千円

7,133 千円 地方債 千円

千円 その他 千円

129 千円 一般財源 7,662 千円

財
源
内
訳

基礎調査等委託料

ＴＥＬ 072-766-8711

　将来の猪名川町を担う若者にふるさと意識を持っ
てもらうための取り組みとして、高校生フォーラム
を開催します。
　平成２９年度に開催したフォーラムでは、町内の
２校から計７チームが出場し、高校生の視点からの
政策提案が行われました。
　平成３０年度には、フォーラムの企画、運営を町
内の住民団体と共に行うことで、住民参加のまちづ
くりを目指します。
　また、平成２９年度に町長賞を受賞した「猪名満
（肉まん）の開発」、「阿古谷グリーンツーリズ
ム」は事業の実現化を進めます。

新規 第六次猪名川町総合計画策定事業

総事業費 7,662 千円
担当課 企画財政課

ＴＥＬ 072-766-8711

主
な
経
費

総合計画審議会委員報酬

　町の 上位計画となる総合計画を平成３２年度か
ら１０ヵ年運用するにあたり、平成３０年度から
２ヵ年で計画策定を行います。総合計画は各種団体
や住民意見を取り入れながら、住民本位の計画策定
を目指しています。
　第五次猪名川町総合計画では、『住みたい訪れた
い帰りたい　ふれあいのまち「ふるさと猪名川」』
を将来像としていました。
　第六次猪名川町総合計画においても、猪名川町に
暮らす人、猪名川町に来られる人など、あらゆる世
代にとって暮らしやすいまちづくりを根幹に内容を
検討します。

その他

第６章 人びとと行政がともに歩むまち　猪名川　～行政運営～

主
な
経
費

財
源
内
訳

その他

入賞者報償金

講演業務等委託料

政策提案事業実施補助金

拡充 猪名川町の未来を描く高校生フォーラム

総事業費 1,740 千円
担当課 企画財政課
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33,264 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 33,000 千円

千円 一般財源 264 千円

7,500 千円 国県補助 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

1,702 千円 一般財源 9,202 千円

33,095 千円 国県補助 27,090 千円

千円 地方債 千円

千円 その他 千円

4,098 千円 一般財源 10,103 千円

072-766-8705

担当課 建設課

拡充 清流猪名川ふるさと応援寄附金事業

9,202 千円
担当課 企画財政課

ＴＥＬ

　役場本庁舎トイレについて、老朽化した設備の改
修工事を実施します。
　具体的には、本庁舎１階と２階のトイレ設備を更
新し、来庁者などの男女比率を勘案して、１階ロ
ビーのトイレは男女エリアの入替えを実施します。

　正確な土地の測量を実施することにより、土地の
正しい位置、形、地番及び地積を明らかにし、総合
的な土地政策を推進する基礎データを作成するた
め、地籍調査を実施しています。
　平成３０年度は、鎌倉地区、島地区の現地調査を
実施します。

072-766-8711

その他

測量設計委託料

継続 地籍調査事業

総事業費 37,193 千円
ＴＥＬ

主
な
経
費

財
源
内
訳

総事業費

継続 本庁舎整備事業

総務課

ＴＥＬ 072-766-8708

主
な
経
費

施設整備工事費
財
源
内
訳

その他

千円
担当課

総事業費 33,264

その他

　ふるさと納税の寄附をいただいた方へ、ぼたん鍋
セットなど猪名川町の旬の特産品をお贈りしてお
り、大変に好評をいただいています。
　平成２９年度には、お礼の品の充実を行うことで
寄附額も大きく伸ばすことができました。
　平成３０年度には、お礼の品をお贈りする際の啓
発物の見直しを行い、更なる町のＰＲにも活用しま
す。
　また、これまでの「ふるさとチョイス」だけでな
く「楽天」のサービスを新たに導入し、寄附者に
とって選択肢を増やすことで、寄附しやすい環境整
備を進めます。

主
な
経
費

ふるさと応援寄附金記念品費
財
源
内
訳
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